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平成30年度小城市予算主な事業一覧　

頁 事　業　名 事業費：千円

防災対策課 1 LED防犯灯設置補助事業 5,009

2 国民保護対策事業 1,869

財政課 3 市有財産等管理事業 51,950

企画政策課 4 ふるさと納税推進事業 1,329,348

5 （新規）子育てオフィス実証事業 27,000

6 （新規）公立病院統合検討事業 11,356

環境課 7 天山地区共同環境組合事業（建設） 846,992

社会福祉課 8 子どもの医療費助成事業 158,507

高齢障がい支援課 9 地域包括支援センター運営事業 17,692

10 （新規）介護予防・生活支援サービス事業 2,000

健康増進課 11 胃がん検診事業 9,715

農林水産課 12 米・麦・大豆振興対策事業 7,445

13 林道維持補修事業 18,887

農村整備課 14 基盤整備促進事業 81,524

15 農業基盤整備促進事業 85,218

商工観光課 16 （新規）地域観光資源活用空間創出事業 5,027

17 （新規）インバウンド対策事業 1,276

建設課 18 社会資本整備総合交付金事業（維持補修） 72,600

19 道路新設改良事業 63,958

20 スマートインターチェンジ整備事業 20,958

21 社会資本整備総合交付金事業(新設改良) 116,508

22 社会資本整備総合交付金事業（橋りょう補修） 61,000

23 耐震対策補助事業 6,342

下水道課 24 三日月処理区事業 572,376

（下水道特別会計） 25 小城処理区事業 427,047

（裏面へ続く）

所　　属

総務部

市民部

福祉部

産業部

建設部



頁 事　業　名 事業費：千円

まちづくり推進課 26 移住・定住対策事業 64,959

27 牛津拠点地区市街地活性化推進事業 22,403

28 （新規）まちなか市民交流プラザ整備事業 52,400

29 （新規）牛津まちなかにぎわい広場整備事業 2,960

30 （新規）牛津駅周辺整備事業 48,942

31 （新規）牛津子育て支援集合住宅整備事業 15,000

32 （新規）都市計画街路整備事業 1,000

33 （新規）都市下水路整備事業 3,200

教育総務課 34 放課後児童健全育成事業 147,408

35
（新規）学校給食センター調理配送業務等民間
委託事業

7,144

保育幼稚園課 36 保育所等整備補助事業 192,903

37 （新規）保育士支援システム導入事業 5,000

38 （新規）認定こども園施設整備事業 107,685

生涯学習課 39 トップアスリート交流事業 1,878

文化課 40 小城明治維新150年記念事業 10,851

水道課
（簡易水道特別会計）

41 原田地区配水施設整備事業 23,588

所　　属

建設部

教育委員会

公営企業



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

4,500 509 5,009

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

5,009 1,000 一般財源

その他 3,000

5,009

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

役務費

事　業　費 2,044 3,733 5,009 5,009 5,009 1,000 事業費計 0

財
源
内
訳

9 5,000

一般財源 2,044 733 509 5,009

負担金、補助
及び交付金

4,500

国庫支出金

（計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　夜間における犯罪発生の防止及び地域住民の通行の安全に資するとともに、二酸化炭素の排出量及び消費電
力の抑止を通じた地球環境への負荷の軽減を図る。

【内容】
　行政区が設置するLED防犯灯の経費に対してその一部を補助する。

【補助基準】
　・防犯灯の設置に係る器具及び柱等の費用の1/2（千円未満切捨て）
　・補助額の上限
　　　電柱共架方式： 10千円
　　　専用柱方式　： 40千円

  ※平成26年度以降、予算の範囲内で補助を行ってきたが、地区からの申請灯数が年々増加傾向にあるため、
　平成30年度から3年間で集中的に補助を行うことで、市内防犯灯のLED化を推進する。

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 LED防犯灯設置事業補助金交付要綱

事業期間
平成26

犯罪防止の環境整備
一般 2 1 1 1149

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

ひとりひとりの力を合わせて防
犯・防災安心して暮らせるまち

担当部課 総務部　防災対策課 施策名 2 防犯体制の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 LED防犯灯設置補助事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 10
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

ひとりひとりの力を合わせて防
犯・防災安心して暮らせるまち

担当部課 総務部　防災対策課 施策名 1 防災・減災体制の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 国民保護対策事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 10

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

法令根拠
武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律、小城市国民保護対策本部及び小城市緊急対処事態対策本
部条例、小城市国民保護協議会条例、小城市国民保護計画

事業期間
平成17

危機管理対策の充実
一般 9 1 5 1158

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　武力攻撃事態や災害などの緊急事態が発生した場合、市民の避難、救護及び災害への対処を的確に講じるこ
とで、市民の生命、身体及び財産を保護する。

【内容】
　・国民保護協議会の運営及び国民保護計画の修正・策定に関する事務
　・全国瞬時警報システム（Jアラート）及び緊急情報ネットワークシステム（Em－Net）の運用・伝達訓練

（平成30年度）
　・全国瞬時警報システム（Jアラート）新型受信機への更新

　※全国瞬時警報システム（Jアラート）とは
　　弾道ミサイル情報、緊急地震速報、津波警報など、対処に時間的余裕のない事態に関する情報を国（内閣
  官房・気象庁から消防庁を経由）から受信し、市町村防災行政無線等を自動起動することにより、国から住
  民へ緊急情報を瞬時に伝達するシステム

【機器更新の理由】
　「全国瞬時警報システムの新型受信機導入の推進について」（平成29年7月28日消防庁通達）により、平成
 31年度から新型受信機のみにより情報伝達を行うこととなったため平成30年度中に更新をする必要がある。

【新型受信機への更新効果】
　・処理時間の短縮
　・伝達情報の充実

【事業費の財源】
　・地方債「緊急防災・減災事業債」を活用（充当率 100%　交付税算入率 70%）

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 1,700 地方債

財
源
内
訳

51 50 4 54

一般財源 20 169 159

報償費 役務費 委託料 備品購入費

国庫支出金

合　　計

159 159 一般財源

その他

1,710 1,869

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報酬

事　業　費 20 0 1,869 159 159 159 事業費計 0

合　　計

1,700 169 1,869

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

- 2 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

計画推進のための行政経営

担当部課 総務部　財政課 施策名 4 業務執行体制の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 市有財産等管理事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 行

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

法令根拠 小城市公有財産規則、労働安全衛生法、消防法等

事業期間
平成17

公有財産の適正管理
一般 2 1 5 656

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市が所有する財産を管理する。

【内容】
　市が所有する財産のうち、公用、公共用に供しない普通財産の土地、建物を管理する。

　旧芦刈庁舎跡地周辺整備≪実施期間：平成27年度～平成30年度≫
　交換した芦刈保育園跡地、旧芦刈庁舎跡地周辺を一体的に有効活用できるように環境を整備する。
　・駐車場の整備（約150台分）
　・通路、排水路等の整備

　
≪経緯≫
　　                 【市】　　　　　　　　　　　　　　【芦刈福祉会】
　　 平成27年度　旧芦刈庁舎解体等
 　　平成28年度　土地交換　　　　　　　　　　　　　　土地交換、こども園建築
 　　平成29年度　測量設計　　　　　 　　　 　　　　　旧芦刈保育園解体
 　　平成30年度　整備（工事請負費 45,000千円
　　　　　　　　　　　　　 委託料  1,372千円）

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

24 2,620 39 4,175

一般財源 2,560 46,182

需用費 役務費 委託料 工事請負費
負担金、補助
及び交付金

5,768 6,000 6,000 6,000

国庫支出金

合　　計

一般財源

その他 8,755 15,499

45,000 92 51,950

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

旅費

事　業　費 11,315 15,499 51,950 6,000 6,000 6,000 事業費計 0

合　　計

5,768 46,182 51,950

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

- 3 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

計画推進のための行政経営

担当部課 総務部　企画政策課 施策名 3 健全な財政運営の推進

新規事業 既存事業

予算事業名 ふるさと納税推進事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 行

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 小城市ふるさと応援基金条例、小城市ふるさと応援事業実施要綱

事業期間
平成20

歳入歳出の適正化
一般 2 1 6 885

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　ふるさと納税制度を活用して、まちづくりに資する財源確保と小城市を広くPRする。

【内容】
　ふるさと納税（寄附金）を一定額以上寄附された市外在住者に、寄附金額に応じ、お礼の品として「小城の
特産品」を送る。
　寄付金は、3つのメニュー（1.子ども・子育て・教育のまちづくり、2.健康・福祉のまちづくり、3.市長おま
かせコース）の中から寄付者にその使途を選択してもらい、それぞれの目的のための取組みに活用する。

　平成28年度　ふるさと納税（寄附金）受納実績額 1,579,797千円
　平成29年度　ふるさと納税（寄附金）受納見込額 1,850,000千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　 （1月末現在 1,734,000千円）
　平成30年度　ふるさと納税（寄附金）受納見込額 2,000,000千円

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

2,957 907,200 3,275 310,526

一般財源 74 69,324

報償費 需用費 役務費
使用料

及び賃借料
積立金

1,260,024 1,350,000 1,350,000 1,350,000

国庫支出金

その他 合　　計

一般財源

その他 914,284 1,296,887

2,139 100,010 3,241 1,329,348

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

賃金

事　業　費 914,358 1,296,887 1,329,348 1,350,000 1,350,000 1,350,000 事業費計 0

合　　計

1,260,024 69,324 1,329,348

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

- 4 -



☑ □

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

13,480 9,900 3,620 27,000

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

一般財源

その他

27,000

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

役務費

5,140

事　業　費 0 0 27,000 3,040 0 0 事業費計 30,040

財
源
内
訳

40 26,960

一般財源 3,620 1,520

委託料

9,900

国庫支出金 13,480

（計画・目標) （計画・目標)

その他 9,900

県支出金

地方債 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　若い世代の転出や出生率の低下による人口減少に歯止めをかけ、小城市まち・ひと・しごと創生総合戦略に
おける基本目標である「しごとができる小城づくり」・「子は宝を育む小城づくり」を実現するため、子育て
オフィスを整備し、その結果を実証しながら働き方改革を推進する。

【内容】
　母親が子どもと一緒に出勤できる託児スペースを備えた「子育てオフィス」を整備することで新たな働き方
のモデルを示し、総合戦略の推進とまちづくりの課題解決につなげる。

　平成30年度　子育てオフィス整備・運営事業
　　　　　　　・事業者選定
　　　　　　　・子育てオフィスの施設整備・運営

　平成31年度　子育てママ働き方改革地域貢献事業
　　　　　　　・OAスキル研修
　　　　　　　・接遇研修
　　　　　　　・働き方改革セミナー開催
　

【事業費の負担割合】
　国 50%　市 50%

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 15,000

県支出金

1,520

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 地域再生法、地域再生法施行令、地域再生法施行規則、地方創生推進交付金制度要綱

事業期間
平成30 平成31

子どもの安全な環境づくり
の推進一般 2 1 6 1374

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 総務部　企画政策課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）子育てオフィス実証事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

- 5 -



☑ □

☑  単年度のみ □単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

みんなが健やかで生きがい
を感じるまち

担当部課 総務部　企画政策課、市民病院 施策名 2 保健・医療の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）公立病院統合検討事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 4

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

法令根拠

事業期間

地域医療の充実
一般 4 1 8 1396

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　｢佐賀県地域医療構想(平成28年3月)」及び｢多久･小城地区自治体病院再編ネットワーク研究会報告書(平成29
年1月)」を踏まえ、今後、地域で求められる医療需要に対応できる公立(自治体）病院のあり方について｢小城
市民病院改革プラン2017（平成29年3月)」で、その方向性を示した。これを受け、小城市民病院と病院機能･規
模が類似する多久市立病院との統合を前提とし、統合病院の建設候補地の選定に係る調査を実施し、統合の可
否を協議･判断する。

【内容】
・新病院設立候補地の選定に係るコンサルティング委託
・統合の可否判断（決定）

【事業費の負担割合】
　小城市 50%　多久市 50%

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

301 30 10 11,000

一般財源 11,356

需用費 役務費 委託料
使用料

及び賃借料

国庫支出金

合　　計

一般財源

その他

15 11,356

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

旅費

事　業　費 0 0 11,356 0 0 0 事業費計 0

合　　計

11,356 11,356

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

- 6 -



□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 市民部　環境課 施策名 5 循環型社会の形成

新規事業 既存事業

予算事業名 天山地区共同環境組合事業（建設）
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

法令根拠 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、天山地区共同環境組合規約

事業期間
平成26 平成31

ごみ処理体制の充実
一般 4 2 2 1229

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　可燃ごみ焼却施設の設置、維持管理に関する事務を共同処理するために、小城市・多久市で一部事務組合
（天山地区共同環境組合）を設置して事業を推進する。

【内容】
　可燃ごみ焼却施設建設、維持管理及び運営を共同で行う。

  平成27年度　解体工事設計（屋外プール等）　環境影響調査　用地測量　地質調査
　平成28年度  解体工事（屋外プール等）　環境影響調査　事業者選定支援業務
　平成29年度　焼却施設建設工事設計等　用地・進入路造成工事
　平成30年度　焼却施設建設工事等
　平成31年度　焼却施設建設工事等
　平成32年度　供用開始予定

【事業費の負担割合】
　可燃ごみ焼却施設建設に必要な費用を小城市と多久市で負担割合に応じて負担する。
　
　平等割 20%　各市 10%
　人口割 80%  直近の平成27年国勢調査人口：小城市 44,259人(55.32%) 多久市 19,749人(24.68%)
　合　計　　  小城市 65.32% 多久市 34.68%

【負担金の内容】
  ・組合運営費・・・・派遣職員人件費等、その他事務局運営費
  ・建設事業費・・・・施設建設に要する費用
　・地域振興費・・・・建設予定地区振興費

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他 10,000

県支出金

地方債 68,100 54,400 704,300 1,622,700 地方債 2,449,500

財
源
内
訳

846,992

一般財源 32,180 111,375 142,692 205,966

国庫支出金

合　　計

一般財源

その他

846,992

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

544,542

事　業　費 100,280 165,775 846,992 1,828,666 0 0 事業費計 3,004,042

合　　計

704,300 142,692 846,992

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

- 7 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

37,165 65,800 55,542 158,507

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

121,342 121,342 一般財源

その他 20,943 25,000

158,507

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費

事　業　費 107,734 165,759 158,507 158,507 158,507 158,507 事業費計 0

財
源
内
訳

35 6,864 148,608 3,000

一般財源 44,321 97,014 55,542 121,342

役務費 扶助費 繰出金

65,800

国庫支出金

（計画・目標) （計画・目標)

その他

37,165 県支出金

地方債 地方債

43,745 37,165 37,165

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　子どもの医療費を助成することにより、その疾病の早期発見と治療を促進し、子どもの保健の向上と福祉の
増進を図る。

【内容】
　対　象　：0歳～中学生
　利用方法：受診時に、『子どもの医療費受給資格証』を医療機関に提示する定額一部払方式
　自己負担：入院の場合は、医療機関ごとに1か月1千円
　　　　　　通院の場合は、医療機関ごとに1か月500円×2回まで
　　　　　　調剤については、自己負担額なし

　・県外医療機関等を受診した場合は、保険診療一部負担金を支払い「子どもの医療費助成交付申請書」で市
　に申請し、後日、自己負担分を差引いて助成（支払還付方式）する。
　　ただし、市が指定した県外医療機関等については、0歳～小学校就学前の子どもは定額一部払方式により助
  成する。

【事業費の負担割合】
　0歳～小学校就学前の子どもの受診分　県 1/2　市 1/2
　小・中学生の受診分　市 10/10

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 42,470 37,165

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 佐賀県子どもの医療費助成事業補助金交付要綱、小城市子どもの医療費の助成に関する条例

事業期間
平成17

子育て関連情報の提供と相
談支援体制の充実一般 3 2 1 476

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 福祉部　社会福祉課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 子どもの医療費助成事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

- 8 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

みんなでささえあうやさし
いまち

担当部課 福祉部　高齢障がい支援課 施策名 2 高齢者福祉・介護の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 地域包括支援センター運営事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 5

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 介護保険法

事業期間
平成29

介護予防・生活支援の充実
一般 3 1 2 1356

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、その保健医療の向上及
び福祉の推進を包括的に支援する。

【内容】
　高齢者人口増加に伴い、高齢者の相談体制をさらに充実させるために、現在2か所の包括支援センターの他
に、平成30年度から小城市直営の「小城市地域包括支援センター（おたっしゃ本舗小城）」を設置する。
　小城市地域包括支援センターは、指定介護予防事業所も併設となり、要支援1・2の認定を受けている人に対
し、介護予防ケアマネジメントを行う。

・小城市地域包括支援センター（おたっしゃ本舗小城）
　保健師、社会福祉士を配置し、高齢者の総合相談や関係機関との連携等を行う。

・指定介護予防事業所
　ケアマネージャー（介護支援専門員）を配置し、要支援1・2の方のケアプランを作成する。

【担当地区】
(平成29年度まで)
　小城町・三日月町…おたっしゃ本舗小城北
　牛津町・芦刈町…おたっしゃ本舗小城南

(平成30年度より)
　三日月町…おたっしゃ本舗小城（小城市役所）
　小城町…おたっしゃ本舗小城北
　牛津町・芦刈町…おたっしゃ本舗小城南

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

110 506 895 14,692

一般財源 644 7,098 7,098

需用費 役務費 委託料
使用料

及び賃借料
備品購入費

10,594 13,566 13,566 13,566

国庫支出金

負担金、補助
及び交付金

合　　計

7,098 7,098 一般財源

その他

972 463 54 17,692

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

旅費

事　業　費 0 644 17,692 20,664 20,664 20,664 事業費計 0

合　　計

10,594 7,098 17,692

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

- 9 -



☑ □

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

みんなでささえあうやさし
いまち

担当部課 福祉部　高齢障がい支援課 施策名 2 高齢者福祉・介護の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）介護予防・生活支援サービス事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 5

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 介護保険法

事業期間
平成30

介護予防・生活支援の充実
一般 3 1 2 1387

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　介護保険法の改正により、介護予防給付（要支援者）のうち、訪問介護、通所介護について人員基準や従事
者の資格要件等の緩和による適正な介護サービスを実施する。

【内容】
　訪問介護、通所介護サービス事業を、試行的に南部地域で「通所型サービス（通所介護サービスA）」として
実施し、今後、市内全域に拡大する。
　

【対象者】
　①要支援認定を受けた者
　②基本チェックリスト該当者

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

2,000

一般財源

2,000 4,000 6,000 6,000

国庫支出金

合　　計

一般財源

その他

2,000

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 0 2,000 4,000 6,000 6,000 事業費計 0

合　　計

2,000 2,000

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

90 6,700 2,925 9,715

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

9,625 9,625 一般財源

その他 4,000 4,000

9,715

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

賃金

事　業　費 7,642 7,388 9,715 9,715 9,715 9,715 事業費計 0

財
源
内
訳

180 19 656 8,860

一般財源 3,535 3,368 2,925 9,625

需用費 役務費 委託料

6,700

国庫支出金 20 90

（計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　胃がんを早期に発見し、早期治療に結びつける。
　
　
【内容】
　胃がん検診として、集団での胃透視検査（バリウムによるＸ線検査）と、医療機関での胃内視鏡検査（胃カ
メラ）を実施しており、いずれかを受診できる。

・胃透視検査
　　対象年齢　40歳以上の市民
　　実施方法　各保健福祉センターでの集団健診として実施
　　個人負担　800円

・胃内視鏡検査

　平成29年度
　　対象年齢　年度末で50歳代の偶数年齢（2年に1回）
　　実施方法　佐賀県市町対策型胃内視鏡検査運営委員会に登録された、小城・多久市内の医療機関で実施
　　個人負担　5,000円（医療機関窓口払い）

　平成30年度
　　対象年齢　年度末で50歳代、60歳代の偶数年齢（2年に1回）
　　実施方法　佐賀県市町対策型胃内視鏡検査運営委員会に登録された、小城・多久市内の医療機関で実施
　　個人負担　4,000円（医療機関窓口払い）

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

90 90
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 107

90

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 健康増進法

事業期間
平成 17

健康診断・がん検診・健康
相談の実施一般 4 1 3 1135

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

みんなが健やかで生きがい
を感じるまち

担当部課 福祉部　健康増進課 施策名 2 保健・医療の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 胃がん検診事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 4
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

法令根拠
小城の米・麦・大豆競争力強化対策事業費補助金交付要綱、小城市三日月共乾施設建設に伴う共同利用組合運営費補助金
交付要綱、小城市小城・牛津共乾施設建設に伴う共同利用組合運営費補助金交付要綱

新規事業 既存事業

予算事業名 米・麦・大豆振興対策事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7
地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 1 農林業の振興

事業期間
平成17

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1
農業基盤整備の推進と経営
の安定強化一般 6 1 4 1084

地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　米・麦・大豆を組み合わせた生産性の高い水田農業の担い手の育成確保及び産地の確立対策に必要な機械・
施設等の整備に対する支援や効率的、安定的な農業経営体の育成や経営発展等を図る。

【内容】
　・小城の米・麦・大豆競争力強化対策事業費補助金
　　米・麦・大豆づくりに必要な施設や機械を整備する農家に対する補助
　
　・共乾施設建設に伴う運営費補助金
　　三日月南部共乾施設、小城・牛津共乾施設の利用組合に対する運営費補助

【事業費の負担割合】
　・小城の米・麦・大豆競争力強化対策事業費補助金　県 1/2　市 1/10　補助事業者4/10

　・共乾施設建設に伴う運営費補助金（定額補助）　市 10/10
　　三日月南部共乾施設 2,000千円≪平成23年度～平成32年度≫
　　小城・牛津共乾施設 2,500千円≪平成30年度～平成39年度≫

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

財
源
内
訳

国庫支出金

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

合　　計

4,500 2,500

その他

7,445

一般財源 2,000 2,000 4,991 4,500 一般財源

その他

2,454

事　業　費

財
源
内
訳

地方債

県支出金

事業費計 0

国庫支出金

県支出金

7,445

4,991 7,445

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

2,000 2,000 7,445 4,500 4,500 2,500

合　　計

2,454

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

- 12 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

5,351 13,536 18,887

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

6,489 6,489 一般財源

その他 6

44 7 18,887

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費

事　業　費 18,484 7,633 18,887 6,489 6,489 6,489 事業費計 0

財
源
内
訳

834 50 4,405 13,547

一般財源 11,215 6,670 13,536 6,489

役務費 委託料 工事請負費 原材料費 公課費

国庫支出金

（計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

957 5,351

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　森林の健全な育成と隣接する林地を保全するため、林道の機能が十分に発揮できるよう良好な状態で維持管
理し、林業振興及び森林環境の保全に資する。

【内容】
　森林整備等を合理的に行うため、林道の機能が十分発揮できるよう維持管理及び補修を行う。

　・林道橋りょう維持補修事業≪実施期間：平成29年度～平成30年度≫
　　平成25年度に実施した林道橋りょう点検診断結果に基づき、老朽化の激しい林道橋りょうの補修を行う。
　（林道江里山線の堂徳橋の補修工事）
　　平成29年度　橋りょう補修工事設計、積算
　　平成30年度　橋りょう補修工事（工事請負費 11,468千円　委託料 930千円）

　
【事業費の負担割合】
　　国 3/10　県 1/6（国庫補助分は県を通して交付される）　市 16/30

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 7,269

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 佐賀県農山漁村地域整備交付金交付要綱、小城市林道管理条例

事業期間
平成17

森林環境の保全の推進
一般 6 2 3 357

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

予算事業名 林道維持補修事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7

- 13 -



□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

52,079 5,340 24,105 81,524

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

24,105 56,563 一般財源

その他 5,505 6,514

81,524

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費

177,423

事　業　費 61,385 80,006 81,524 81,524 81,524 114,228 事業費計 818,425

財
源
内
訳

32 25 81,259 208

一般財源 15,230 21,414 24,105 24,105

役務費 工事請負費
負担金、補助
及び交付金

5,340 5,340 5,340 7,515

国庫支出金 40,650

（計画・目標) （計画・目標)

その他 69,187

50,150 県支出金 258,465

地方債 地方債 0

52,078 52,079 52,079

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　生産効率を高め競争力のある農業を実現するためには、農地の汎用化等の基盤整備により、農地の構造改革
を推進することが不可欠であり、農地・農業水利施設等の基盤整備をする。

【内容】
　排水不良により水管理が困難な水田に暗渠排水を整備し、乾田化による二毛作や転作の推進等、営農環境の
改善を図る。

（全体計画）暗渠排水整備（小城・牛津地区）　A＝440ha
　

【平成30年度計画】
　暗渠排水工事　A＝35.6ha

【事業費の負担割合】
　県支出金　　　67.5%（国 50%　県 17.5%）※既事業採択面積400ha分は経過措置の対象
　受益者分担金　15千円/100m
　市　　　　　　県及び地元分担金を除いた額

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 313,350

県支出金 52,079

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 農業基盤整備促進事業実施要綱、農業基盤整備促進事業実施要領

事業期間
平成 25 平成 33

農業基盤整備の推進と経営
の安定強化一般 6 1 11 399

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　農村整備課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

予算事業名 基盤整備促進事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

合　　計

40,050 4,005 41,163 85,218

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

15,885 5,737 一般財源

その他 327

85,218

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

184,416

事　業　費 14,168 78,542 127,551 107,555 35,300 12,750 事業費計 390,703

財
源
内
訳

11,600 72,790 288 540

一般財源 7,351 41,543 60,011 48,401

平成30年度事業費は、平成29年度からの繰越予定額42,333千円を含む

工事請負費
負担金、補助
及び交付金

補償、補填
及び賠償金

7,379 5,377 1,765 638

国庫支出金 6,490 9,210

（計画・目標) （計画・目標)

その他 18,135

6,375 県支出金 165,752

地方債 地方債

27,789 60,161 53,777

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　農地・農業水利施設等の整備を地域の実情に応じて実施し、農業競争力の強化を図るため、農業用用水路を
整備する。

【内容】
　・小城第3地区用排水路整備事業≪平成27年度～平成31年度≫
　　前満江水路、下右原パイプライン、東小松水路、北浦溜池承水路、原田水路
　
　・三日月東部地区用排水路整備事業≪平成29年度～平成33年度≫
　　道辺水路　4箇所、堀江水路　3箇所、島溝水路　2箇所

　・吉原地区用排水路整備事業≪平成30年度～平成31年度≫
　　吉原水路
　

【平成30年度計画】
　・小城第3地区
    東小松水路、原田水路、北浦溜池承水路　L=226.4m
　
  ・三日月東部地区
    道辺水路、島溝水路　L=440.0m
　
  ・吉原地区
    吉原水路　L=698.0m

【事業費の負担割合】
　県支出金（国）　　　　50%
　受益者分担金（水路）　5%
　市　　　　　　　　　　県及び地元分担金を除いた額

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 22,400

県支出金 17,650

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 農業基盤整備促進事業実施要綱、農業基盤整備促進事業実施要領

事業期間
平成 27 平成 33

農業基盤整備の推進と経営
の安定強化一般 6 1 11 1004

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　農村整備課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

予算事業名 農業基盤整備促進事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7
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☑ □

☑  単年度のみ □単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

市民みんなが観光ガイド！ひ
とがひとを呼ぶまち

担当部課 産業部　商工観光課 施策名 2 観光の振興

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）地域観光資源活用空間創出事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 9

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

法令根拠

事業期間

観光資源の磨き上げ
一般 7 1 4 1372

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　小城羊羹や鯉料理等を小城市の観光資源として位置づけ、官民が連携してイベントを行うことで、観光を軸
とした小売販売業やサービス業の振興に結び付ける。

【内容】
　11月上旬に自治体・企業・各種団体等の協力を得てイベントを集中させ、観光客への周知を行い特産品のPR
及び物販を行い、観光収入の増加を促す。

・清水の滝ライトアップ事業
・鯉料理振興会鍋フェア事業
・小城公園及び商店街のイルミネーション事業等
・特設テントや店先での特産品等の物販事業

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

254 594 674 1,005

一般財源 3,027

役務費 委託料
使用料

及び賃借料
工事請負費

2,000

国庫支出金

合　　計

一般財源

その他

2,500 5,027

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費

事　業　費 0 0 5,027 0 0 0 事業費計 0

合　　計

2,000 3,027 5,027

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

- 16 -



☑ □

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

 

合　　計

1,000 276 1,276

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

1,018 1,018 一般財源

その他

1,276

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

役務費

事　業　費 0 0 1,276 674 1,018 1,018 事業費計 0

財
源
内
訳

828 448

一般財源 276 674

工事請負費

1,000

国庫支出金

（計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　九州佐賀国際空港及び福岡空港を利用して日本を訪れる外国人は年々増加しており、九州佐賀国際空港は中
国や韓国に続いて昨年台湾との定期便を就航し、ますます佐賀県を訪れる外国人が増え、小城市内の特に小城
駅周辺で、外国の旅行者が増えている。このため、外国人観光客が不自由なく市内を観光できるよう、受け入
れ態勢を整える。

【内容】
・外国語パンフレット（佐賀県全域）への観光広告掲載（Web連動）
・外国語観光ボランティアの育成
・民泊の推進
・スマートフォン決済の導入計画策定
・Wi-Fi整備
　平成30年度　　　小城駅、牛津駅
　平成31年度　　　干潟体験場、オートキャンプ場、清水の滝
　平成32年度　　　清水の滝
　平成33年度以降　年2ヶ所程度

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠

事業期間
平成30

観光資源の磨き上げ
一般 7 1 4 1373

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

市民みんなが観光ガイド！ひ
とがひとを呼ぶまち

担当部課 産業部　商工観光課 施策名 2 観光の振興

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）インバウンド対策事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 9
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

法令根拠 道路法、道路構造令、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

新規事業 既存事業

予算事業名 社会資本整備総合交付金事業（維持補修）
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2
安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 道路の保全と交通網の充実

12,746

事業期間
平成24

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1 幹線道路の適切な維持管理
一般 8 2 2 990

地方債 5,500

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　適切な道路維持として、舗装補修を行うことで交通の円滑化を図り、住民や一般車輌の安全を確保する。

【内容】
　市道の維持補修

　竹下線他13路線維持補修事業≪平成29年度～平成33年度≫

　平成29年度　　　路盤調査・舗装補修工事（初田線・竹下線）を実施

　平成30年度　　　舗装補修工事 L=1,233m
　　　　　　　　 (竹下線、小路・中村線、牛王・下古賀線、寺浦・荒谷線、住吉町住宅3号線、
　　　　　　　　　泉・両新村線、観音寺西線)
　
　平成31年度以降　舗装補修工事  L=1,482m
　　　　　　　　 (甘木・久米線、久保田・社線、本告第1号線、練ヶ里支線2号線、泉・両新村線、
　　　 　　　　　 新村線、天満宮線)

（事業費の支出内訳）
　工事費　72,600千円

【事業費の負担割合】
　国 56.65%　市 43.35%
　

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

11,140 16,237
財
源
内
訳

国庫支出金

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費 合　　計

8,526 12,428

その他

72,600

一般財源 8,425 7,807 43,794 9,754 一般財源

その他

事　業　費

財
源
内
訳

地方債

県支出金

事業費計 0

国庫支出金 20,888 10,337 57,230
県支出金

72,600

平成30年度事業費は、平成29年度からの繰越予定額28,424千円を含む

31,473 72,600

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

34,813 18,144 101,024 22,500 19,666 28,665

合　　計

41,127

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

法令根拠 小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成25

新規事業 既存事業

予算事業名 道路新設改良事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2
安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 道路の保全と交通網の充実

幹線道路の適切な維持管理
一般 8 2 3 143

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　道路改良工事により一般車輌、歩行者等の安全性と利便性を確保することを目的とする。
　

【内容】
　市道の整備

・米ノ隈・出分線改良事業　≪実施期間：平成30年度≫
　緊急車輌の通行を確保するための道路拡幅（施工延長L=約30m、幅員W=2.1 ⇒ 4.0m）
　平成30年度　工事・分筆登記委託
　
・山彦・北浦線道路改良事業　≪実施期間：平成30年度～31年度≫
　歩道設置L=95m整備予定
　道路現況W=5.2m(側溝・天端ｺﾝｸﾘｰﾄ含む）車道のみ
　計画幅員（車道W=4.5m、片側歩道2.5m）予定　※現在計画中
　平成30年度　測量・詳細設計、分筆登記、用地買収（所有権移転登記）
　平成31年度　歩道設置工事

・蒲原・永田線道路改良事業　≪実施期間：平成26年度～32年度≫
　施工延長L=446m（うち221.7mは佐賀土木事務所施工）
　蒲原・永田線　道路拡幅、歩道設置
　歩道設置L=128.3m整備予定　道路拡幅L=224.3m（歩道設置含む）
　道路現況W=6.0m（車道6.0m）⇒計画幅員W=9.5m（車道W=6.5m、歩道W=1.5mの両側3.0m）
　平成26年度　道路詳細設計
　平成27年度　用地測量・補償費算定
　平成28年度　用地買収（登記）
　平成29年度　本体工事（田部区間）
　平成30年度　本体工事・水道管布設
　平成31年度　本体工事・水道管布設
　平成32年度　水道管布設

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

財
源
内
訳

国庫支出金

一般財源

その他

地方債

県支出金

18,5505,522 3,33535,500 1,051

一般財源 10,371 2,115 8,834 3,700

平成30年度事業費は、平成29年度からの繰越予定額31,476千円を含む

6,100 26,900 86,600 69,800

その他

20,000 20,000

公有財産
購入費

工事請負費 その他
補償、補填
及び賠償金

事業費計 0

財
源
内
訳

合　　計

63,958

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

事　業　費 16,471 29,015 95,434 73,500

合　　計

20,000 20,000

一般財源

56,700 7,258 63,958

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

合　　計

20,958 20,958

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

一般財源

その他 0 47,490

346 20,958

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

62,841

事　業　費 133,348 340,618 125,988 事業費計 701,716

財
源
内
訳

8,000 11,400 1,102 110

一般財源 4,574 8,072 48,075

平成30年度事業費は、平成29年度からの繰越予定額105,030千円を含む

工事請負費
公有財産
購入費

補償、補填
及び賠償金

その他

2,844

国庫支出金 70,574 147,856 30,869

（計画・目標) （計画・目標)

その他 56,788

県支出金

地方債 58,200 137,200 44,200 地方債 289,600

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　スマートインターチェンジ制度実施要綱の制定により、既存PAを利用した安価なインターチェンジの整備が
可能となった。小城市内に位置する長崎自動車道小城PAにスマートインターチェンジを整備し、高速交通体系
整備を促進させ、小城市の産業振興をはじめとして、災害時の広域支援体制の向上など地域の活性化を図るも
のである。

【内容】
　関係機関事前協議→地区協議会設置→実施計画書提出→連結申請→連結許可→詳細設計→用地測量→用地取
得→文化財調査→本体工事の順で事業を進める。
H24.4月連結許可済

(工事の概要)
接続道路　4本　L=1.3㎞
平成24年度　道路予備修正設計
平成25年度　土質調査・路線測量・協議用図面作成・道路詳細設計
平成26年度　用地測量・用地調査・水文調査・用地取得・文化財調査
平成27年度　用地取得・文化財調査・第1期本体工事
平成28年度　第2期本体工事
平成29年度　舗装工事、付帯工事、標識工事、植栽工事、供用開始予定
平成30年度　事業効果調査業務、付帯工事

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 292,487

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成18 平成30

国・県道へ接続する道路交
通網の整備・充実一般 8 2 3 883

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 道路の保全と交通網の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 スマートインターチェンジ整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

法令根拠 道路法、道路構造令、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

新規事業 既存事業

予算事業名 社会資本整備総合交付金事業(新設改良)
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2
安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 道路の保全と交通網の充実

8,040

事業期間
平成25

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1 幹線道路の適切な維持管理
一般 8 2 3 976

地方債 21,000

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　道路改良工事により一般車輌、歩行者等の安全性と利便性を確保する。

【内容】
　市道の整備

　寺町・柳鶴線道路改良事業≪実施期間：平成29年度～平成31年度≫
　寺町・柳鶴線においてJR長崎本線と交差する柳鶴第3踏切が、市道と線路が斜め交差になっている。また、幅
員についても狭く、交差する鉄道の線形も曲線となっており利用者にとって危険な状況にある。今後、新幹線
長崎ルートとして利用されていく中でより高い安全性が求められている。
　今回、基準に合った構造とすることで利用者の安全性を確保する。

　市道及び踏切改良　延長　L=140.0m
　　平成29年度　測量・設計
　　平成30年度　設計積算・用地買収・市道改良工事（踏切内部含む）等
　　平成31年度　市道改良工事（付帯工事）等

【事業費の負担割合】
　国 56.65%　市 43.35%

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

28,325 28,325
財
源
内
訳

国庫支出金

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料 合　　計

21,675 21,675

その他

700 22,000 1,808 88,000

一般財源 1,875 1,115 5,558 152 一般財源

その他

事　業　費

財
源
内
訳

地方債

県支出金

事業費計 0

国庫支出金 27,812 26,773 73,781

18,800 88,200 6,000

県支出金

116,508

平成30年度事業費は、平成29年度からの繰越予定額51,031千円を含む

工事請負費
公有財産
購入費

負担金、補助
及び交付金

補償、補填
及び賠償金

4,09761,200 116,508

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

50,687 46,688 167,539 14,192 50,000 50,000

4,000

合　　計

51,211

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

合　　計

34,556 26,444 61,000

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

20,808 6,502 一般財源

その他

61,000

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

事　業　費 90,659 102,446 83,800 84,000 48,000 15,000 事業費計 0

財
源
内
訳

30,000 31,000

一般財源 27,340 43,129 36,327 36,414

平成30年度事業費は、平成29年度からの繰越予定額22,800千円を含む

工事請負費

国庫支出金 54,119 59,317 47,473

（計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 9,200 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　当該橋りょうは架設工事を行ってから40年程度経過しており、劣化が進んでいる状態にある。その間、部分
的な補修は行われてきたが、現在通行規制等一般車輌の往来にも支障をきたしている。このことから、交通の
円滑化を図るため橋りょう長寿命化計画に基づき修繕を行う。
　

【内容】
　毎年行われている橋りょう定期点検で作成された健全性の診断結果をもとに、判定区分Ⅲ及びⅣと判定され
た橋りょうについて5年以内に補修工事を行う。

　◎判定区分のⅠ～Ⅳに分類する場合の基本的な考え方
　　Ⅰ：監視や対策を行う必要のない状態
　　Ⅱ：状況に応じて。監視や対策を行うことが望ましい状態
　　Ⅲ：早期に監視や対策を行う必要がある状態
　　Ⅳ：緊急に対策を行う必要がある状態

　省令で5年に1回近接目視を基本とする点検を規定されているので、判定区分がⅢもしくはⅣと判定された橋
りょうについては、次回の点検までに補修を完了させる必要がある。

　平成30年度計画
　委託料（測量・調査・設計・積算）
　　牛王3号橋、江里山2号橋、小城中学校東橋、永泉寺東橋、三ヶ島1号橋

　工事請負費
　　高柳橋、袴田橋、黒原3号橋、村前橋
　

【事業費の負担割合】
　国 56.65%　市 43.35%

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

27,192 8,498
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

47,586

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成26

幹線道路の適切な維持管理
一般 8 2 5 1008

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 道路の保全と交通網の充実

新規事業 既存事業

予算事業名
社会資本整備総合交付金事業（橋りょう補
修）

第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

3,037 1,630 1,675 6,342

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

1,562 1,562 一般財源

その他

6,342

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 600 6,342 6,117 6,117 6,117 事業費計 0

財
源
内
訳

42 6,300

一般財源 180 1,675 1,562

負担金、補助
及び交付金

国庫支出金 240 3,037

（計画・目標) （計画・目標)

その他

1,518 県支出金

地方債 地方債

180 1,630 1,518

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　住宅の耐震改修にかかる費用に対する補助制度を創設し、平成29年度に開始した耐震診断補助と併せて実施
することにより、地震に対する建築物の安全性のさらなる向上を図る。

【内容】
　木造住宅の耐震診断の補助を平成29年度から引き続き行うとともに、耐震診断の結果、耐震基準を満たして
いない住宅の耐震改修にかかる費用に対して補助を行う。

・耐震診断費　　　　 90千円（上限）× 15件 × 5/6= 1,125千円
（平成29年度同様）

・耐震改修費　　　1,500千円（上限）× 15件 × 23%= 5,175千円
（平成30年度新規創設）

【事業費の負担割合】
・耐震診断費　補助率5/6（国 1/3　県 1/4　市 1/4）
　※平成30年度で県、市の嵩上げが終了するため、平成31年度からは補助率2/3（国 1/3　県 1/6　市 1/6）と
  なる。

・耐震改修費（平成30年度新規創設）
　補助率23%（国 11.5%　県 5.75%　市 5.75%）

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

3,037 3,037
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

3,037
1,518

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 建築物の耐震改修の促進に関する法律

事業期間
平成29

危機管理対策の充実
一般 8 6 1 1260

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

ひとりひとりの力を合わせて防
犯・防災安心して暮らせるまち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 防災・減災体制の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 耐震対策補助事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 10
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

290,905 218,235 43,300 19,936 572,376

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

その他 合　　計

3,000 17,000 一般財源

その他 14,450 22,528

2,000 20,336 188 572,376

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費

865,866

事　業　費 391,816 226,023 572,376 568,000 534,000 633,000 事業費計 16,474,000

財
源
内
訳

938 10,600 714 537,600

一般財源 32,910 3,851 19,936 9,000

委託料
使用料

及び賃借料
工事請負費

補償、補填
及び賠償金

積立金

43,300 15,000 15,000 22,000

国庫支出金 156,756 99,610 290,905

（計画・目標) （計画・目標)

その他 440,000

県支出金 2,134

地方債 187,700 97,900 218,235 269,000 231,000 281,000 地方債 7,240,000

2,134

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　家庭や事業所から排出される汚水を浄化することで公共水域の水質保全を図ると共に、水洗トイレの設置に
より衛生的で快適な生活環境を創出するため下水道を整備する。

【内容】
　特定環境保全公共下水道事業により社会資本整備総合交付金の計画に基づき、211haを整備する。

【事業費の負担割合】
　国 50%（処理施設等の一部55%）
　市 50%（処理施設等の一部45%）
　
平成29年度まで
・三日月浄化センター：全体計画処理能力 8,220㎥/日（10池）のうち 2,466㎥/日（3池）整備
・全体計画処理面積 211haのうち 156.5ha整備

平成30年度
・三日月浄化センター土木・建築工事（5池、6池）増設
・三日月浄化センター機械・電気設備工事（4池）増設
・下水道管整備（江利地区）L=40.0m
・舗装復旧工事
・三日月浄化センター施工監理業務（土木・建築、機械・電気）

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

285,000 313,000
財
源
内
訳

国庫支出金 7,926,000

県支出金

275,000

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 下水道法

事業期間
平成13 平成42

下水道環境の整備
下水 1 2 2 276

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　下水道課 施策名 4 下水処理の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 三日月処理区事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　下水道課 施策名 4 下水処理の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 小城処理区事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 下水道法

事業期間
平成24 平成42

下水道環境の整備
下水 1 2 2 308

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　家庭や事業所から排出される汚水を浄化することで公共水域の水質保全を図ると共に、水洗トイレの設置に
より衛生的で快適な生活環境を創出するため下水道を整備する。

【内容】
　公共下水道事業により社会資本整備総合交付金の計画に基づき、323haを整備する。
　小城処理区の汚水は、仁俣中継ポンプ場を経て三日月浄化センター、牛津浄化センターへ送水する計画であ
る。

【事業費の負担割合】
　国 50%　市 50%

平成29年度まで
・仁俣中継ポンプ場：全体計画送水能力 7.57㎥/分（送水ポンプ5台）のうち、送水能力 2.95㎥/分（送水ポン
プ2台、1台予備）を整備
・全体計画処理面積 323haのうち30.8ha整備

平成30年度
・認可区域内の地質調査及び管渠詳細設計業務
・幹線管渠L=355m、下水道管整備（小城本町、甘木、久米、土生地内）L=1,553m、舗装復旧工事

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

65,000 75,000
財
源
内
訳

国庫支出金 4,441,000

県支出金

108,000

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他 343,000

県支出金 2,327

地方債 274,700 318,284 243,158 113,000 68,000 79,000 地方債 4,481,000

2,327財
源
内
訳

328 51,044 576 292,390

一般財源 52,852 23,324 13,102

平成30年度事業費は、平成29年度からの繰越予定額126,100千円を含む

委託料
使用料

及び賃借料
工事請負費

補償、補填
及び賠償金

積立金

108,692 24,000 10,000 5,000

国庫支出金 266,482 328,890 188,195

その他 合　　計

2,000 一般財源

その他 6,805 43,262

4,500 77,894 315 427,047

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費

297,673

事　業　費 600,839 716,087 553,147 245,000 145,000 159,000 事業費計 9,565,000

合　　計

131,195 174,958 108,692 12,202 427,047

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【目的】
　定住人口の確保と地域の活性化を図るため、子育て世代等の定住を促進する。

【内容】
・移住・定住希望者からの相談対応
・情報発信、PR活動の充実

・定住促進住宅取得奨励金の交付（平成28年7月1日から実施）
・移住促進転入奨励金の交付（平成30年4月1日から実施）
　（対象）就学、就業及び結婚等において、市外から市内に居住し、新たな生活を開始する人等
　（金額）200千円／件　※1回限り
・加算地域の変更（平成30年4月1日から実施）
　加算（特定地域）　→　加算（居住誘導区域）

【奨励金の種類等／住宅の要件：１戸建て住宅（専住50㎡以上、併住1/2以上かつ50㎡以上）かつ取得価格3,000千円以上】

※1 子育て世帯加算金 中学生以下の子　100千円／人（ただし、限度額300千円とする）

※2 三世代同居加算金 親、子、孫等の三世代同居の場合は、親が市内に在住し、子、孫等（中学生以下）が新たに同居する世帯

※3 居住誘導区域加算金 「小城市立地適正化計画」に係る居住誘導区域内に住宅を取得する場合

新築住宅 50歳未満（申請者若しくは配偶者のい
ずれか）

300 100（限度300） 100

100

300

1,100
建売住宅

中古住宅
（空き家含む）

65歳未満（申請者若しくは配偶者のい
ずれか）

1,000

（単位：千円）

住宅の区分 交付対象者 定額
加算

限度額
子育て世帯 ※1 三世代同居 ※2 市内業者施工 居住誘導区域 ※3

29,000 6,529 64,959

62,400 64,959

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

29,430

0 事業費計 216,909

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

旅費 需用費 役務費 委託料
使用料

及び賃借料

事　業　費 14,309 57,537 64,959 64,959 15,145

負担金、補助
及び交付金

合　　計

443 100 1,109 648 259

一般財源 7,808 32,787 6,529 35,529 9,520 一般財源 92,173

その他 29,000 その他 29,000

地方債 地方債

国庫支出金 95,736

県支出金 県支出金財
源
内
訳

国庫支出金 6,501 24,750 29,430 29,430

33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

5,625

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

財
源
内
訳

事業の概要（目的、内容等）

　移住・定住ホームページの充実、定住対策等を集約した「定住ガイドブック」の作成・配布、東京都市圏で
　の定住イベント・現地相談会への参加、福岡都市圏向けの定住促進の広報活動等

法令根拠 小城市定住促進住宅取得奨励金交付要綱、小城市移住促進転入奨励金交付要綱

事業期間
平成28 平成32

住宅地の整備や良質な住ま
いづくりの促進一般 8 5 1 1051

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　まちづくり推進課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 移住・定住対策事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

22,403 22,403

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

10,353 一般財源

その他

22,403

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報酬

71,216

事　業　費 3,240 24,867 22,403 10,353 10,353 0 事業費計 71,216

財
源
内
訳

153 22,250

一般財源 3,240 24,867 22,403 10,353

委託料

国庫支出金

（計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　小城市都市計画マスタープラン及び立地適正化計画の中で示される牛津駅周辺の拠点地区を対象とした「牛
津拠点地区市街地活性化基本構想」に基づき、産学官民が一体となって牛津地区の市街地活性化を推進する。

【内容】
・牛津拠点地区市街地活性化に係る基本構想の策定
・基本構想に掲げる事業推進体制の構築、運営支援
・各まちづくり事業推進のための各種計画作成
・基本構想及び各種計画を掲載した「都市再生整備計画」の策定

平成28年度　　牛津拠点地区市街地活性化基本構想策定
平成29年度　　牛津駅周辺整備基本計画策定
　　　　　　　事業推進体制構築、運営支援
　　　　　　　まちの駅ネットワークの構築
　　　　　　　都市再生整備計画策定（30年度まで）
平成30年度　　推進体制の運営支援
　　　　　　　都市再生整備計画策定
平成31年度　　推進体制の運営支援
平成32年度　　推進体制の運営支援

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠

事業期間
平成28 平成32

地域の特性を活かした拠点
地区の形成と相互連携一般 8 5 1 1223

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　まちづくり推進課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 牛津拠点地区市街地活性化推進事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1
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☑ □

☑  単年度のみ □単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

49,700 2,700 52,400

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

一般財源

その他

52,400

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 0 52,400 0 0 0 事業費計 0

財
源
内
訳

1,600 30,480 20,320

一般財源 2,700

工事請負費
公有財産
購入費

国庫支出金

（計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 49,700 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　小城中心市街地活性化の中核施設であるまちなか市民交流プラザの施設整備後の課題となっていた駐車場不
足を解消し、今後の利用増進を図る。

【内容】
　必要な用地を確保し、駐車場を拡張する。

　・用地測量
　・不動産鑑定
　・用地買収
　・駐車場拡張工事

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠

事業期間

地域の特性を活かした拠点
地区の形成と相互連携一般 8 5 1 1369

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　まちづくり推進課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）まちなか市民交流プラザ整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1
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☑ □

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

2,960 2,960

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

7,800 一般財源

その他

2,960

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

13,160

事　業　費 0 0 2,960 16,500 105,500 0 事業費計 124,960

財
源
内
訳

2,960

一般財源 2,960 2,400

国庫支出金

（計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 8,100 56,100 地方債 64,200

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　「牛津拠点地区市街地活性化基本構想」等に基づき策定する「都市再生整備計画」の基幹事業等に位置付
け、赤れんが館周辺にまちなかにぎわい広場を整備する。

【内容】
　都市再生整備計画によるまちなかにぎわい広場の整備

平成30年度　　牛津赤れんが館周辺広場整備に係る測量調査
平成31年度　　牛津赤れんが館周辺広場の設計
平成32年度　　牛津赤れんが館周辺広場整備

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

41,600
財
源
内
訳

国庫支出金 47,600

県支出金

6,000

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 都市再生特別措置法

事業期間
平成30 平成32

地域の特性を活かした拠点
地区の形成と相互連携一般 8 5 1 1393

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　まちづくり推進課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）牛津まちなかにぎわい広場整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

- 29 -



☑ □

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

48,942 48,942

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

30,450 20,550 一般財源

その他

48,942

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

142,681

事　業　費 0 0 48,942 136,482 494,750 330,750 事業費計 1,561,674

財
源
内
訳

48,942

一般財源 48,942 8,989

国庫支出金

（計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 73,200 266,700 178,200 地方債 815,100

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　「牛津拠点地区市街地活性化基本構想」等に基づき策定する「都市再生整備計画」の基幹事業等に位置付
け、牛津駅周辺を整備する。

【内容】
　都市再生整備計画による牛津駅周辺（南北連携軸となる自由通路と駅南広場）の整備

平成29年度　　　牛津駅周辺整備基本計画策定（事業1223　牛津拠点地区市街地活性化推進事業）
　　　　　　　　JR協議
平成30年度　　　牛津駅周辺整備に係る測量調査、基本設計
平成31年度　　　実施設計、JR協議
平成32年度以降　南北自由通路及び駅南広場の整備

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

197,600 132,000
財
源
内
訳

国庫支出金 603,893

県支出金

54,293

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 都市再生特別措置法

事業期間
平成30 平成34

地域の特性を活かした拠点
地区の形成と相互連携一般 8 5 1 1394

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　まちづくり推進課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）牛津駅周辺整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

- 30 -



☑ □

☑  単年度のみ □単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

15,000 15,000

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

一般財源

その他

15,000

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 0 15,000 0 0 0 事業費計 0

財
源
内
訳

15,000

一般財源

国庫支出金 15,000

（計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　「牛津拠点地区市街地活性化基本構想」等に基づき策定する「都市再生整備計画」の基幹事業等に位置付
け、まちなかの人口維持を図るため、PPP/PFI事業による子育て支援集合住宅を整備する。

【内容】
　都市再生整備計画によるPPP/PFI事業を活用した子育て支援集合住宅の整備の可能性調査

　・先導的官民連携支援業務（可能性調査）

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律

事業期間

地域の特性を活かした拠点
地区の形成と相互連携一般 8 5 1 1395

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　まちづくり推進課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）牛津子育て支援集合住宅整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1
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☑ □

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

1,000 1,000

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

1,100 1,150 一般財源

その他

1,000

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

4,050

事　業　費 0 0 1,000 8,700 20,800 22,500 事業費計 53,000

財
源
内
訳

1,000

一般財源 1,000 800

国庫支出金

（計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 3,700 9,300 10,100 地方債 23,100

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市道小城公園本告線は通学路となっており、現道は5m程度と狭く、朝の通学時間帯は車輌の通行も多く、大
変危険な状態となっていることから、安心・安全に通行できるよう片側歩道を整備する。

【内容】
　市道小城公園本告線の片側歩道整備
　・整備計画　岡町交差点から鯖岡交差点までの延長約100m、幅員8m（車道5m、歩道3m）

平成30年度　概算設計、補助事業要望
平成31年度　測量・調査・設計、補助申請
平成32年度　用地買収、家屋補償等
平成33年度　歩道設置工事

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

10,400 11,250
財
源
内
訳

国庫支出金 25,850

県支出金

4,200

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 道路法

事業期間
平成30 平成33

交通安全の環境整備
一般 8 5 2 1392

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　まちづくり推進課 施策名 2 交通安全対策の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）都市計画街路整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2
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☑ □

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

3,200 3,200

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

30,000 一般財源

その他

3,200

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

68,200

事　業　費 0 0 3,200 35,000 30,000 0 事業費計 68,200

財
源
内
訳

3,200

一般財源 3,200 35,000

国庫支出金

（計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　中川都市下水路の下町交差点付近における排水排除の問題解消を図り、安全・安心なまちづくりと良好な市
街地整備改善を推進する。

【内容】
　下町交差点北西（佐賀銀行小城支店東）　延長約40mの暗渠から開渠への整備

平成30年度　調査・設計
平成31年度　用地買収、家屋補償
平成32年度　開渠工事

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 小城市下水道条例

事業期間
平成30 平成32

危機管理対策の充実
一般 8 5 5 1370

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

ひとりひとりの力を合わせて防
犯・防災安心して暮らせるまち

担当部課 建設部　まちづくり推進課 施策名 1 防災・減災体制の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）都市下水路整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 10
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

33,673 33,673 23,231 56,831 147,408

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

69,748 69,748 一般財源

その他 21,673 24,009

32 1,992 147,408

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報償費

事　業　費 123,760 129,219 147,408 154,685 166,977 166,977 事業費計 0

財
源
内
訳

204 3,582 209 141,389

一般財源 36,954 33,928 56,831 64,108

需用費 役務費 委託料
使用料

及び賃借料
工事請負費

23,231 23,231 23,231 23,231

国庫支出金 31,192 33,913 33,673

（計画・目標) （計画・目標)

その他

36,999 県支出金

地方債 地方債

37,369 33,673 33,673

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　女性の就労機会の増加や核家族化など家庭環境が変化する中、保護者が仕事と子育ての両立ができ、また放
課後に対象児童が安全で健やかに過ごせる居場所を提供することで児童の健全育成を図る。

【内容】
　保護者が労働等により昼間家庭にいない小学生に対し、授業終了後に遊びや生活の場を提供する。
　市内の8小学校内の余裕教室または専用施設で17クラブを開設
 
　平成27年度　11クラブ
　　　　　　　開設時間の延長（18時まで→19時まで）と土曜日の開設日を増加
　平成28年度　16クラブ（5クラブ増設）
　　　　　　　小学5年生までを受入れ、保護者負担金における追加料金の設定
　平成29年度  小学6年生までを受入れ、開設時間の延長
　　　　　　　・土曜日と学校休業日の開設時間の変更（8時30分から→8時から）
　　　　　　　・利用対象児童の変更（小学1年生から小学5年生まで→小学1年生から小学6年生まで）
　平成30年度　17クラブ（三日月小学校1クラブ増設）

【事業費の負担割合】
　補助基準額の　国 1/3　県 1/3　市 1/3

　

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

36,999 36,999
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 33,941

33,673

36,999

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠
児童福祉法、小城市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例
小城市放課後児童健全育成事業実施規則

事業期間
昭和42

子どもの安全な環境づくり
の推進一般 10 1 3 742

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 放課後児童健全育成事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6
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☑ □

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 2
学校教育、幼児教育・保育
の充実

新規事業 既存事業

予算事業名
（新規）学校給食センター調理配送業務等民
間委託事業

第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

法令根拠 地方教育行政の組織及び運営に関する法律、学校給食法

事業期間
平成30 平成33

子どもたちの体づくり
一般 10 6 3 1367

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　学校給食法に基づき、児童生徒に安全で栄養に考慮した学校給食を提供するため、効率的な財政運営も含め
事業の全般的な見直しに取り組み、現在の小城給食センターの業務のうち調理・配送業務の民間委託を実施す
る。

【内容】
・給食の調理及び配送業務の民間委託
・小城給食センター受配校8校（小学校4校　中学校2校　幼稚園2園）約2,500食

＜委託する業務＞
調理・配缶・洗浄・清掃・配送

＜市及び県栄養職員で行う業務＞
・献立の作成
・食材の購入（地産地消）
・調理の検査・検食
・食育のための教育指導
・給食施設の管理

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

16 7,128

一般財源 7,144 85,536

委託料

国庫支出金

合　　計

85,536 85,552 一般財源

その他

7,144

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報償費

263,768

事　業　費 0 0 7,144 85,536 85,536 85,552 事業費計 263,768

合　　計

7,144 7,144

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　保育幼稚園課 施策名 2
学校教育、幼児教育・保育
の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 保育所等整備補助事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 子ども・子育て支援法、小城市保育所等施設整備事業費補助金交付要綱

事業期間
平成28

施設・設備環境の整備
一般 3 2 1 1046

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市内の私立保育園等の施設整備に係る費用の一部を補助することにより支援し、保育ニーズへの対応と子ど
もたちの安心・安全を確保し、教育・保育のより良い環境を整備する。
　また、施設移転に伴う既存施設の財産処分に係る返納金の適正な手続きを実施する。

【内容】
　①保育所等施設整備補助金（保育所部分）
　　牛津ルーテルこども園（認定こども園）の移転・増改築費用のうち保育所部分に対する補助
　②保育所等施設整備補助金（小規模保育事業所大規模改修）
　　小規模保育事業所（H30.4月開所予定）の幼児用トイレ改修等に係る費用に対する補助
　③平成22年度安心こども特別対策事業費補助金返納金
　　牛津ルーテルこども園移転・増改築のため、既存施設の財産処分（園舎解体撤去）に伴う補助金
　　の返還

【事業費の負担割合】
　①保育所等施設整備補助金（保育所部分）
　　国 1/2　市 1/4　補助事業者 1/4
　②保育所等施設整備補助金（小規模保育事業所大規模改修）
　　国 1/2　市 1/4　補助事業者 1/4
　③平成22年度安心こども特別対策事業費補助金返納金
　　事業者 10/10

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 58,300 地方債

財
源
内
訳

184,903 8,000

一般財源 5,800 1,092 3,334

償還金、利子
及び割引料

8,000

国庫支出金 126,403 2,185 123,269

合　　計

一般財源

その他 10,000

192,903

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 142,203 3,277 192,903 0 0 0 事業費計 0

合　　計

123,269 58,300 8,000 3,334 192,903

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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☑ □

☑  単年度のみ □単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　保育幼稚園課 施策名 2
学校教育、幼児教育・保育
の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）保育士支援システム導入事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 5

法令根拠 子ども・子育て支援法

事業期間
平成30

幼児教育・保育の推進
一般 3 2 1 1366

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市内私立保育園等の業務負担軽減のため、保育に関する計画・記録や保護者との連絡、子どもの登降園管理
等の業務のICT化を行うために必要な保育士支援システムの導入に係る費用の一部を補助することにより支援
し、保育士確保及び保育の充実を図る。

【内容】
・保育士支援システム導入事業
　事業実施施設　5園
　（小城ルーテルこども園、牛津ルーテルこども園、牛津こどもの森、あしかりこども園、いわまつ保育園）

【事業費の負担割合】
　国 3/4　市 1/4

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

5,000

一般財源 1,250

国庫支出金 3,750

合　　計

一般財源

その他

5,000

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 5,000 0 0 0 事業費計 0

合　　計

3,750 1,250 5,000

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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☑ □

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　保育幼稚園課 施策名 2
学校教育、幼児教育・保育
の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）認定こども園施設整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 子ども・子育て支援法、小城市認定こども園施設整備事業費補助金交付要綱

事業期間
平成30

施設・設備環境の整備
一般 10 4 1 1365

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市内の私立認定こども園等の施設整備に係る費用の一部を補助することにより支援し、子どもたちの安心・
安全を確保し、教育・保育のより良い環境を整備する。

【内容】
　・認定こども園施設整備事業（幼稚園部分）
　　牛津ルーテルこども園（認定こども園）の移転・増改築費用のうち幼稚園部分に対する補助
　

【事業費の負担割合】
　・認定こども園施設整備補助金（幼稚園部分）
　　県 1/2　市 1/4　補助事業者 1/4
　

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 34,100 地方債

71,790財
源
内
訳

107,685

一般財源 1,795

国庫支出金

合　　計

一般財源

その他

107,685

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 107,685 0 0 0 事業費計 0

合　　計

71,790 34,100 1,795 107,685

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

1,805 73 1,878

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

73 73 一般財源

その他 560 528

1,878

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報償費

事　業　費 1,878 1,877 1,878 1,878 1,878 1,878 事業費計 0

財
源
内
訳

70 1,738 70

一般財源 1,318 1,349 73 73

委託料
使用料

及び賃借料

1,805 1,805 1,805 1,805

国庫支出金

（計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市スポーツ推進計画に基づき、交流宣言を行っているサガン鳥栖との交流のほか、市内外で活躍しているス
ポーツに関連した競技のアスリートとの交流により、市民のスポーツへの関心を高めるとともに競技力の向上
につなげていく。

【内容】
・平成21年度～平成29年度　サガン鳥栖交流事業としてサッカー教室等実施
　
・平成30年度
　サガン鳥栖交流事業に加え、トップアスリートとの交流として事業を実施
　①サガン鳥栖交流宣言による小・中学生に対するサッカー教室、サガン鳥栖観戦優待チケットの販売、サガ
　　ン鳥栖応援バスツアー
　②ソフトバンクホークスによる中学生を対象とした野球教室を実施
　③市内陸上選手による陸上教室

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 スポーツ基本法、小城市スポーツ推進計画

事業期間
平成21

ライフステージに応じたス
ポーツの推進と施設の充実一般 10 6 1 1388

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

みんなが健やかで生きがい
を感じるまち

担当部課 教育委員会　生涯学習課 施策名 1
健康づくりと生涯スポーツ
の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 トップアスリート交流事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 4
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

7,113 3,738 10,851

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

一般財源

その他

6,943 1,080 10,851

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報償費

4,538

事　業　費 0 2,400 10,851 0 0 0 事業費計 13,251

財
源
内
訳

358 181 1,909 380

一般財源 800 3,738

旅費 需用費 役務費 委託料 工事請負費

国庫支出金

（計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金 8,713

地方債 地方債

1,600 7,113

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　明治維新150年を契機に、小城の偉業・偉人の顕彰を行い、先人たちの「志」を未来につなぎ、ふるさと小城
への愛着や誇りの醸成を図る。

【内容】
　幕末・維新期を中心とした小城の偉業・偉人を顕彰する展示会、講演会、案内表示板設置、資料集の刊行、
映像資料の制作などを行う。県の「明治維新150年記念さが維新交付金」を活用する。

平成29年度
　・小城鍋島400年シンポジウム
　・歴史資料館、中林梧竹記念館にて展示会（「小城武道物語」「中林梧竹書」）
　・志士「祗園太郎」関連資料の活字化原稿作成
　・小城市内中学生出演の「小城維新探検隊」の映像制作

平成30年度
　・歴史資料館、中林梧竹記念館にて展示会（「幕末維新期の小城」「中林梧竹書」）
　・志士「祗園太郎」関連資料の編集、印刷
　・小城市内中学生出演の「小城維新探検隊」の映像制作
　・文化財案内表示板設置
　・幕末・維新に関する講演会
　・戊辰戦争戦没者慰霊祭参加
　・中林梧竹顕彰事業（席書会）
　・高田保馬顕彰事業（印刷物制作）
　

【事業費の負担割合】
  県 2/3  ※上限10,000千円
　市 1/3

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 明治維新150年記念さが維新交付金交付要綱

事業期間
平成29 平成30

歴史、文化・芸術に関する情
報の提供と施設の活用一般 10 5 4 1355

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

歴史、文化と歩んでいく自
然豊かなまち

担当部課 教育委員会　文化課 施策名 2
歴史の継承、文化・芸術の
振興

新規事業 既存事業

予算事業名 小城明治維新150年記念事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 3
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

19,400 490 3,698 23,588

平成30年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

一般財源

その他

23,588

平成30年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費

7,590

事　業　費 3,186 706 23,588 0 0 0 事業費計 27,480

財
源
内
訳

23,588

一般財源 3,186 706 3,698
490

国庫支出金

（計画・目標) （計画・目標)

その他 490

県支出金

地方債 19,400 地方債 19,400

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　スマートインターチェンジ整備事業に伴い、現在水道未供用地域である原田南部地区に配水施設の整備を行
う。

【内容】
　平成28年度　測量設計業務
　平成29年度　第1期配水施設整備工事　配水管布設工　L=　63.5m
　平成30年度　第2期配水施設整備工事　配水管布設工　L= 555.8m　　供用開始予定

事業費の推移
（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 水道法、小城市簡易水道条例

事業期間
平成28 平成30

水道施設の整備
簡水 1 1 1 1164

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 水道課 施策名 3 水道水の安全・安定供給

新規事業 既存事業

予算事業名 原田地区配水施設整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1
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